
子ども・子育て支援新制度における保育料等の考え方（案） 

子ども・子育て支援新制度（以下「新制度」という）における保育料については、世帯の

所得の状況等を勘案して、現行の幼稚園・保育所の保育料の水準を基に国が定める水準を限

度として、実施主体である区が定めることとされている。 

このため、新制度における適切な保育料について、中野区子ども・子育て会議に対して意

見を求めた。その意見を踏まえ、新制度における保育料の考え方を以下のとおりとりまとめ

た。 

１ 平成２４年度の中野区保育サービス利用者負担額適正化審議会で申し送られた検討項

目に関する基本的考え方は以下のとおりである。 

○現行の認可保育所保育料の水準は、総運営経費に占める利用者負担割合が低いことから、

国の基準額まで保育料の見直しを行っていく。ただし、認可保育所保育料は、平成２６

年度から 2年間の経過措置を行っており、経過措置終了後に見直しを行う。

○幼稚園保育料と認可保育所保育料とを比較すると、幼稚園利用者の負担がやや高いこと

から、負担の公平化を図る必要がある。

○現在、区立幼稚園の保育料は一律であるのに対し、私立幼稚園の保護者負担額は、就園

奨励費により実質的な応能負担となっている。負担の公平化図る観点から、区立幼稚園

保育料も私立幼稚園と同様の応能負担へ変更する。

２ 新制度における保育料について 

（１）幼稚園等の保育料について 

新制度に移行する私立幼稚園等は、区が定めた保育料を徴収することになることから、

新制度に移行する区立幼稚園と共に保育料を定める必要がある。 

ア 現行の保育料 

区立幼稚園は一律の保育料負担であり、私立幼稚園は園が定める保育料を納入後、区

が就園奨励費等により保護者補助を行い、応能負担としている。 

イ 新制度における保育料【参考資料１】 

以下の保育料とすることで、公立私立幼稚園の保育料負担の公平化を図る。 

① 新制度に移行する私立幼稚園等における保育料は、国の定めた就園奨励費をベー

スとした所得別の水準に、現在の私立幼稚園保護者補助金を加味した額とする

② 公私立幼稚園利用者の負担公平化の観点から、区立幼稚園の保育料も私立幼稚園

等と同様の応能負担に改める。

③ 現行の入園料については、保育料とともに教育に要する費用を賄うために徴収し
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ているものと考えられ、新制度では、教育・保育に要する費用の対価として負担

を求める費用は、所得に応じて区が定める保育料を毎月徴収することにより賄う

ことが基本とされている。このことから、区立幼稚園の入園料については廃止す

る。 

④ 私立幼稚園等は、公定価格(国で定める運営費)で賄えない経費については、保護

者に特定負担額を求める場合がある（いわゆる上乗せ徴収）。この特定負担額に

ついては、認可保育所利用との公平化の観点から保護者への補助を検討していく。 

 

（２）認可保育所等の保育料 

新制度では、国の方針として区民税を基にする方針である。また、新制度では、保育短 

時間認定という区分が新設されており、保育短時間認定に関する保育料を設定する必要が 

ある。 

ア 現行の保育料 

保育の利用時間にかかわらず、所得税額に基づき、4 月に保育料が決定されている。

また、認可保育所保育料は平成２６年４月に改定を行い、平成２６、２７年度の２年

間について、経過措置を行っている。 

 イ 新制度における保育料【参考資料２】 

① 利用者の書類提出等の負担を軽減するため、区が情報を有している区民税に基づ

く階層決定へ変更する。なお、現在実施している経過措置は、引き続き平成 27

年度も実施する。 

② 区民税による保育料の算定は、年 2 回となる。4 月～8 月の保育料は、前年度の

区民税より進級を反映して算定し、9月～3月の保育料は、6月に決定される当該

年度の区民税により算定する。この仕組みについて、適切な周知を行っていく 

③ 保育短時間認定の保育料については、国の考え方に基づき、保育標準時間認定の

概ね 98．3％とする。 

④ 就労時間の関係から、施設等で定める保育短時間利用時間帯を超えて保育が必要

な場合等は、保育標準時間認定されることも可能となっている。したがって、保

育短時間認定の延長保育は、急な勤務時間の変更等による 1日を単位とした利用

のみになると考えられる。このため、保育短時間認定の延長保育料は、11時間の

開所時間内であれば、保育標準時間認定保育料を考慮した延長保育料とする。た

だし、11時間の開所時間を超えて延長保育を実施する場合は、保育標準時間認定

と同様の負担とする。なお、私立保育園においては、区立保育園を参考に私立保

育園が定めることとなる。 

 

（３）家庭的保育事業等の給食の提供が無い場合の保育料 

新制度では、給食の提供が基本となるが、その体制が整うまでは経過措置を適用し、

弁当持参を継続する事業も想定される。この場合の保育料を定める必要がある。 

ア 現行の保育料 



    弁当を持参している家庭的保育事業等については、認可保育所保育料より減額した

保育料負担となっている。 

  イ 新制度における保育料 

給食の提供が必須とされている事業については、弁当持参の期間は、区民税ベース

に置き換えた現在の家庭的保育事業等の保育料負担とする。 

 

３ その他 

（１） 第２子以降の負担軽減について 

同一世帯の複数の子どもが、幼稚園、認可保育所等を利用する場合には、認定区分によ

り第２子以降の子どもについて負担軽減措置を行うこととする。 

（２） 今後の負担の公平化について 

幼稚園、認可保育所等の所得階層区分に違いがある。国の動向を踏まえて階層設定のバ

ランスを図っていく。 



(円)

生活保護世帯 － 0 0

区民税非課税世帯
(区民税所得割非課税世帯含む）

～270万円 9,100 0

区民税所得割　77,100円以下 ～360万円 16,100 4,100

区民税所得割　77,101円以上　211,200円以下 ～680万円 20,500 8,500

区民税所得割　211,201円以上 681万円～ 25,700 13,700

※「推定年収」は国資料によるもので、夫婦(片働き）で子ども２人の場合の大まかな目安である。
（年少扶養控除等が廃止された現在の制度による推定）

※利用者負担も国資料によるもので、実際の保育料等の全国平均値から就園奨励費補助の単価
を差し引いたものである。

1号認定（教育標準時間認定）の保育料（案）

階層区分 推定年収 利用者負担
区の保護者補
助を反映した
実質的負担額

※給付単価を限度とする。

参考資料１ 



2号認定・3号認定(保育所等）保育料徴収基準（案）

現行階層 　平成27年度階層案（所得割合7対3） 保育料(標準時間認定） 保育料(短時間認定） 標準時間と短時間との差額 当面給食の提供を行わない事業（家庭的保育事業者）

現行

Ａ Ａ Ａ Ａ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 Ａ 0

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 Ｂ 0

Ｃ１ Ｃ１ Ｃ１ Ｃ１ 1,900円 1,300円 1,300円 1,800円 1,200円 1,200円 -100円 -100円 -100円 Ｃ 2,000円

Ｃ２ Ｃ２ 8,500 円 未満 Ｃ２ Ｃ２ 24,300 円 未満 2,400円 2,000円 2,000円 2,300円 1,900円 1,900円 -100円 -100円 -100円 Ｄ１ 50,000 円 未満 8,000円

Ｃ３ Ｃ３ 　〃 8,500 円 以上 Ｃ３ Ｃ３ 24,300 円 以上 48,600 円 未満 3,100円 2,700円 2,600円 3,000円 2,600円 2,500円 -100円 -100円 -100円 Ｄ２ 50,000 円 以上 103,000 円 未満 16,000円

Ｄ１ Ｄ１ 1,500 円 未満 Ｄ１ Ｄ１ 48,600 円 以上 51,000 円 未満 6,700円 5,600円 5,600円 6,500円 5,500円 5,500円 -200円 -100円 -100円 Ｄ３ 103,000 円 以上 203,000 円 未満 21,000円

Ｄ２ Ｄ２ 1,500 円 以上 8,500 円 未満 Ｄ２ Ｄ２ 51,000 円 以上 53,000 円 未満 8,300円 7,300円 7,200円 8,100円 7,100円 7,000円 -200円 -200円 -200円 Ｄ４ 203,000 円 以上 428,000 円 未満 27,000円

Ｄ３ Ｄ３ 8,500 円 以上 15,000 円 未満 Ｄ３ Ｄ３ 53,000 円 以上 55,000 円 未満 9,400円 9,300円 9,200円 9,200円 9,100円 9,000円 -200円 -200円 -200円 Ｄ５ 428,000 円 以上 653,000 円 未満 34,000円

Ｄ４ 15,000 円 以上 16,801 円 未満 Ｄ４ 55,000 円 以上 57,000 円 未満 14,300円 14,000円 -300円 Ｄ６ 653,000 円 以上 40,000円

Ｄ５ 16,801 円 以上 30,000 円 未満 Ｄ５ 57,000 円 以上 60,000 円 未満 15,400円 15,100円 -300円

Ｄ５ Ｄ６ 30,000 円 以上 45,000 円 未満 Ｄ５ Ｄ６ 60,000 円 以上 79,000 円 未満 19,100円 12,700円 12,600円 18,700円 12,400円 12,300円 -400円 -300円 -300円

Ｄ６ Ｄ７ 45,000 円 以上 60,000 円 未満 Ｄ６ Ｄ７ 79,000 円 以上 97,000 円 未満 21,400円 14,300円 14,200円 21,000円 14,000円 13,900円 -400円 -300円 -300円 平成27年度～

Ｄ７ Ｄ８ 60,000 円 以上 75,000 円 未満 Ｄ７ Ｄ８ 97,000 円 以上 115,000 円 未満 23,600円 15,800円 15,700円 23,100円 15,500円 15,400円 -500円 -300円 -300円

Ｄ８ Ｄ９ 75,000 円 以上 90,000 円 未満 Ｄ８ Ｄ９ 115,000 円 以上 133,000 円 未満 25,100円 17,000円 16,900円 24,600円 16,700円 16,600円 -500円 -300円 -300円

Ｄ９ Ｄ１０ 90,000 円 以上 113,000 円 未満 Ｄ９ Ｄ１０ 133,000 円 以上 161,000 円 未満 27,500円 18,200円 18,000円 27,000円 17,800円 17,600円 -500円 -400円 -400円 Ａ 0

Ｄ１１ 113,000 円 以上 120,000 円 未満 Ｄ１１ 161,000 円 以上 169,000 円 未満 27,500円 27,000円 -500円 Ｂ 0

Ｄ１２ 120,000 円 以上 143,000 円 未満 Ｄ１２ 169,000 円 以上 190,000 円 未満 29,200円 28,700円 -500円 Ｃ 2,000円

Ｄ１３ 143,000 円 以上 150,000 円 未満 Ｄ１３ 190,000 円 以上 195,000 円 未満 29,600円 29,000円 -600円 Ｄ１ 85,000 円 未満 8,000円

Ｄ１４ 150,000 円 以上 173,000 円 未満 Ｄ１４ 195,000 円 以上 211,000 円 未満 31,000円 30,400円 -600円 Ｄ２ 85,000 円 以上 149,000 円 未満 16,000円

Ｄ１５ 173,000 円 以上 180,000 円 未満 Ｄ１５ 211,000 円 以上 215,000 円 未満 31,500円 30,900円 -600円 Ｄ３ 149,000 円 以上 231,000 円 未満 21,000円

Ｄ１６ 180,000 円 以上 203,000 円 未満 Ｄ１６ 215,000 円 以上 231,000 円 未満 32,500円 31,900円 -600円 Ｄ４ 231,000 円 以上 342,000 円 未満 27,000円

Ｄ１７ 203,000 円 以上 210,000 円 未満 Ｄ１７ 231,000 円 以上 236,000 円 未満 33,500円 32,900円 -600円 Ｄ５ 342,000 円 以上 425,000 円 未満 34,000円

Ｄ１８ 210,000 円 以上 233,000 円 未満 Ｄ１８ 236,000 円 以上 252,000 円 未満 34,200円 33,600円 -600円 Ｄ６ 425,000 円 以上 40,000円

Ｄ１９ 233,000 円 以上 240,000 円 未満 Ｄ１９ 252,000 円 以上 257,000 円 未満 35,200円 34,600円 -600円

Ｄ２０ 240,000 円 以上 263,000 円 未満 Ｄ２０ 257,000 円 以上 273,000 円 未満 35,700円 35,000円 -700円

Ｄ２１ 263,000 円 以上 270,000 円 未満 Ｄ２１ 273,000 円 以上 278,000 円 未満 37,000円 36,300円 -700円

Ｄ２２ 270,000 円 以上 293,000 円 未満 Ｄ２２ 278,000 円 以上 292,000 円 未満 37,200円 36,500円 -700円

Ｄ１６ Ｄ２３ 293,000 円 以上 323,000 円 未満 Ｄ１６ Ｄ２３ 292,000 円 以上 303,000 円 未満 38,500円 23,500円 19,400円 37,800円 23,100円 19,000円 -700円 -400円 -400円

Ｄ１７ Ｄ２４ 323,000 円 以上 353,000 円 未満 Ｄ１７ Ｄ２４ 303,000 円 以上 315,000 円 未満 40,000円 23,800円 19,600円 39,300円 23,300円 19,200円 -700円 -500円 -400円

Ｄ２５ 353,000 円 以上 360,000 円 未満 Ｄ２５ 315,000 円 以上 317,000 円 未満 41,700円 40,900円 -800円

Ｄ２６ 360,000 円 以上 390,000 円 未満 Ｄ２６ 317,000 円 以上 329,000 円 未満 43,200円 42,400円 -800円

Ｄ２７ 390,000 円 以上 428,000 円 未満 Ｄ２７ 329,000 円 以上 342,000 円 未満 43,400円 42,600円 -800円

Ｄ２８ 428,000 円 以上 450,000 円 未満 Ｄ２８ 342,000 円 以上 350,000 円 未満 46,000円 45,200円 -800円

Ｄ２９ 450,000 円 以上 503,000 円 未満 Ｄ２９ 350,000 円 以上 370,000 円 未満 46,100円 45,300円 -800円

Ｄ２０ Ｄ３０ 503,000 円 以上 578,000 円 未満 Ｄ２０ Ｄ３０ 370,000 円 以上 397,000 円 未満 48,900円 24,700円 20,200円 48,000円 24,200円 19,800円 -900円 -500円 -400円

Ｄ３１ 578,000 円 以上 600,000 円 未満 Ｄ３１ 397,000 円 以上 405,000 円 未満 49,400円 48,500円 -900円

Ｄ３２ 600,000 円 以上 653,000 円 未満 Ｄ３２ 405,000 円 以上 425,000 円 未満 51,300円 50,400円 -900円

Ｄ２２ Ｄ３３ 653,000 円 以上 803,000 円 未満 Ｄ２２ Ｄ３３ 425,000 円 以上 482,000 円 未満 53,700円 25,300円 20,600円 52,700円 24,800円 20,200円 -1,000円 -500円 -400円

Ｄ２３ Ｄ３４ 803,000 円 以上 1,200,000 円 未満 Ｄ２３ Ｄ３４ 482,000 円 以上 615,000 円 未満 57,500円 25,600円 20,800円 56,500円 25,100円 20,400円 -1,000円 -500円 -400円

Ｄ２４ Ｄ３５ 1,200,000 円 以上 1,800,000 円 未満 Ｄ２４ Ｄ３５ 615,000 円 以上 786,000 円 未満 61,800円 27,100円 21,800円 60,700円 26,600円 21,400円 -1,100円 -500円 -400円

Ｄ２５ Ｄ３６ 1,800,000 円 以上 2,400,000 円 未満 Ｄ２５ Ｄ３６ 786,000 円 以上 908,000 円 未満 66,100円 28,600円 22,800円 64,900円 28,100円 22,400円 -1,200円 -500円 -400円

Ｄ２６ Ｄ３７ 2,400,000 円 以上 3,000,000 円 未満 Ｄ２６ Ｄ３７ 908,000 円 以上 1,031,000 円 未満 70,400円 30,100円 23,800円 69,200円 29,500円 23,300円 -1,200円 -600円 -500円

Ｄ２７ Ｄ３８ 3,000,000 円 以上 Ｄ２７ Ｄ３８ 1,031,000 円 以上 74,700円 31,600円 24,800円 73,400円 31,000円 24,300円 -1,300円 -600円 -500円

※　階層定義の住民税ベースへの変更は、両親とも就労していて世帯で子どもを1人扶養している世帯をモデル世帯とした。(収入割合７対３）
※　保育短時間認定の保育料は、保育標準時間保育料の９８．３％とした。
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現年度分住民税非課税世帯

現年度分住民税均等割のみ

20,700円 18,400円 20,300円 18,000円 -400円 -400円
現
年
分
区
民
税

所
得
割
額

Ｄ１２ Ｄ１２ 21,600円 18,600円 21,200円 18,200円 -400円 -400円

Ｄ１３ Ｄ１３ 22,600円 18,800円 22,200円 18,400円 -400円 -400円

Ｄ１４ Ｄ１４ 22,900円 19,000円 22,500円 18,600円 -400円

23,600円

-400円

Ｄ１５ Ｄ１５ 23,200円 19,200円 22,800円 18,800円 -400円 -400円

-400円

前年度分住民税所得割

-500円 -400円

Ｄ２１ Ｄ２１ 25,000円 20,400円 24,500円 20,000円 -500円

19,400円 -500円 -400円

Ｄ１９ Ｄ１９ 24,400円 20,000円 23,900円 19,600円

Ｄ１８ Ｄ１８ 24,100円 19,800円
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